
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも室外熱交換器及び室内熱交換器を有し、室外の熱を室内へ汲み上げるヒート
ポンプサイクルを行う空調装置と、燃料ガスを空気中の酸素と反応させて発生させた電気
エネルギーを前記空調装置へ供給すると共に、反応熱により昇温された反応後の高温空気
を排出する燃料電池装置 温された水を蓄える給湯装置と、前記空調装置が暖房運転
を行っている時には前記燃料電池装置から排出された高温空気を前記室外熱交換器へ導き
、前記空調装置が暖房を行っていない時には前記燃料電池装置から排出された高温空気を
前記給湯装置へ導く排気切換手段と、
　
　

　

　

　を有することを特徴とする熱供給システム。
【請求項２】
　前記排気切換手段は、
　前記燃料電池装置を前記室外熱交換器及び前記給湯装置へそれぞれ連通させる排気ダク
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を有する熱供給システムにおいて、
前記給湯装置は、
前記高温空気と前記水との間で熱交換することにより、前記水を昇温する第１の加熱手

段と、
前記燃料電池装置と電力経路を介して接続され、前記水の温度を監視する給湯装置制御

部と、
前記第１の加熱手段とは別体で設けられ、前記水が目標温度に達していない時に前記水

を加熱する第２の加熱手段と、



トと、
　前記排気ダクトへ配置されて前記燃料電池装置から導入された高温空気の供給先を前記
室外熱交換器又は前記給湯装置へ切り換えるダンパーと、
　を有することを特徴とする請求項１記載の熱供給システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、燃料電池から得られる電気エネルギーにより運転される空調装置及び燃料電池
から排出される高温空気により水を昇温して蓄える給湯装置を備えた熱供給システムに関
する。
【０００２】
【従来の技術】
燃料電池は水素を空気中の酸素と反応させることにより水素が有する化学エネルギーを電
気エネルギーへ変換する発電素子であり、この燃料電池を用いた燃料電池装置は燃料電池
で発電された電気エネルギーを外部回路へ供給する。しかし燃料電池装置は、水素の化学
エネルギーを全て電気エネルギーへ変換することができず、水素の化学エネルギーの一部
は燃料電池により熱へ変換される。このため、燃料電池装置では、電気エネルギー発生時
の発熱反応により燃料電池の過熱を防止する必要があり、燃料電池へ供給した空気及び冷
却水により反応熱を吸収して燃料電池を冷却している。従って、燃料電池へ供給された空
気は高温の排気となって燃料電池から排出される。
【０００３】
上記のような燃料電池装置では電力変換効率が４０～６０％程度に制限されるが、燃料電
池から排出される熱エネルギーを回収することができれば、総合的なエネルギー利用効率
を高めて暖房や給湯等の熱供給のために消費されるエネルギーに対するコスト負担を低減
できる。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、出力が大きい燃料電池装置では発電時に多量の熱が排出されることから、
この熱を回収して暖房や給湯等の熱供給へ利用することが容易であるが、低出力の燃料電
池装置、例えば定格が数ｋＷ程度の燃料電池装置では、時間当たりに排出される熱量が少
ないことから、この熱を回収して暖房や熱供給等の熱供給へ効率よく利用することが困難
であった。
【０００５】
本発明の目的は、上記の事実を考慮し、燃料電池装置から排出される熱を利用して空調装
置による暖房時の効率を高めると共に暖房運転を行っていない時には給湯装置により水を
昇温して燃料電池装置から排出される熱を効率よく回収できる熱供給システムを提供する
ことにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　請求項１記載の は、少なくとも室外熱交換器及び室内熱交換器を有し、室外の熱を
室内へ汲み上げるヒートポンプサイクルを行う空調装置と、燃料ガスを空気中の酸素と反
応させて発生させた電気エネルギーを前記空調装置へ供給すると共に、反応熱により昇温
された反応後の高温空気を排出する燃料電池装置 温された水を蓄える給湯装置と、
前記空調装置が暖房運転を行っている時には前記燃料電池装置から排出された高温空気を
前記室外熱交換器へ導き、前記空調装置が暖房を行っていない時には前記燃料電池装置か
ら排出された高温空気を前記給湯装置へ導く排気切換手段と、

を有するものである。
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を有する熱供給システムに
おいて、前記給湯装置は、前記高温空気と前記水との間で熱交換することにより、前記水
を昇温する第１の加熱手段と、前記燃料電池装置と電力経路を介して接続され、前記水の
温度を監視する給湯装置制御部と、前記第１の加熱手段とは別体で設けられ、前記水が目
標温度に達していない時に前記水を加熱する第２の加熱手段と、



【０００７】
上記構成の熱供給システムによれば、空調装置による暖房運転時には排気切換手段が燃料
電池装置から排出された高温空気を空調装置の室外熱交換器へ導くことにより、燃料電池
から排出された高温空気から空調装置の室外熱交換器により熱回収でき、この高温空気か
らの回収熱により熱交換の効率を高めることができるので、熱交換器の容量を増大するこ
となく実質的な暖房能力を高めることができる。この結果、外気温の低下に伴って暖房能
力が低下することを防止でき、かつ一定の暖房状態を維持するために必要となる電力コス
トを低減できる。
【０００８】
また空調装置が暖房運転を行っていない時には排気切換手段が燃料電池装置から排出され
た高温空気を給湯装置へ導くことにより、燃料電池から排出された高温空気から給湯装置
により熱回収でき、この高温空気からの回収熱により水を昇温して温水として外部へ供給
できるので、水を昇温するために必要となるエネルギーコストを抑制又は不要にできる。
【０００９】
　ここで、空調装置が暖房運転していない時とは、例えば、運転停止時，冷房運
転時，除湿運転時，送風運転時等である。給湯装置へ 料電池装置からの高温空気だ
けでは熱量が不足する場合及び空調装置の停止している場合には燃料電池装置により電力
エネルギーを供給するようにしてもよい。
【００１０】
請求項２記載の熱供給システムは、請求項１記載の熱供給システムにおいて、前記排気切
換手段は、前記燃料電池装置を前記室外熱交換器及び前記給湯装置へそれぞれ連通させる
排気ダクトと、前記排気ダクトへ配置されて前記燃料電池装置から導入された高温空気の
供給先を前記室外熱交換器又は前記給湯装置へ切り換えるダンパーと、を有するものであ
る。
【００１１】
上記構成の熱供給システムによれば、燃料電池装置から排気ダクトへ導入された高温空気
の供給先をダンパーにより熱交換器又は給湯装置へ切り換えることにより、空調装置の運
転状態に応じて燃料電池装置から排出された高温空気を熱交換器及び給湯装置の何れか一
方、又は双方へ供給することが可能になる。
【００１２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。
【００１３】
（実施形態の構成）
図１から図３には本発明の実施形態に係る熱供給システムが示されている。この熱供給シ
ステムは、図１に示されるように燃料電池装置１０，空調装置１２及び給湯装置１４を組
合せ、ユーザに対して冷暖房及び温水等を提供可能にしたものである。燃料電池装置１０
は、一例として固体高分子形の燃料電池（以下、燃料電池という）１６及び反応用の空気
を供給するロアー１８を備えている。燃料電池１６は複数の電池セル（図示省略）を内蔵
しており、これらの電池セルの空気極へはブロアー１８により空気が供給され、水素極へ
は燃料ガス及び水が供給される。燃料電池１６は、燃料ガス中の水素を空気中の酸素と反
応させて直流の電気エネルギーを発生する。燃料電池１６が発生した直流の電気エネルギ
ーはＤＣ／ＤＣコンバータ２０により所定の電圧に変換された後に、ＤＣ／ＡＣインバー
タ２２によりＡＣ２００Ｖ又はＡＣ１００Ｖへ変換されて空調装置１２及び給湯装置１４
の動力源として供給される。尚、この電気エネルギーは二次電池系統へ供給するようにし
てもよい。ブロアー１８により燃料電池１６の空気極へ供給された空気は、一部の酸素が
水素極から移動してきた水素と反応して水を生成すると共に、空気極上において水が生成
される際の反応熱を奪って高温（４０°Ｃ以上）の空気として排気口から排出される。
【００１４】
空調装置１２は、図１に示されるように家屋Ｈの外部へ配置される室外機２４，家屋Ｈ内
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へ配置される室内機２６及び操作制御部２８を備えている。室外機２４内には熱交換器３
０，ファン３２が配置され、室内機２６内にも熱交換器，ファン（図示省略）が配置され
ている。また室外機２４と室内機２６とは熱交換媒体（冷媒）が循環する配管３４，３６
により接続されており、配管３４には四方弁３８及び冷媒圧縮機４０を備えた媒体切換回
路４２が、配管３６には絞り弁４４がそれぞれ配置されている。操作制御部２８には運転
／停止スイッチ，冷房／暖房の運転切換スイッチ等の操作スイッチが配置されており、こ
れらの操作スイッチに対するユーザの操作に応じて空調装置１２の運転状態を制御すると
共に、この運転状態に対応する信号をシステム制御装置４６へ出力する。
【００１５】
給湯装置１４は、図１に示されるように熱交換器４８，５０及び温水タンク５２を備えて
いる。熱交換器４８と熱交換器５０とは熱交換媒体が循環する配管５４，５５により接続
され、一方の配管５４には循環ポンプ５６が配置されている。温水タンク５２には吸熱管
５８，水補給管６０及び温水供給管６２がそれぞれ接続されている。ここで、吸熱管５８
は、温水タンク５２から延出して熱交換器５０内へ支持され、管内を流れる水が熱交換器
５０との間で熱交換を行う。また温水タンク５２には水温センサ６４が配置されると共に
、その底部にヒータ６６が一体的に設けられている。水温センサ６４は温水タンク５２内
へ貯められた水の水温を検出し、検出水温と対応する信号を操作制御部６８へ出力する。
またヒータ６６は、操作制御部６８を介して所定の駆動電圧が印加されるとジュール熱を
発生し、このジュール熱により温水タンク５２内へ貯められている水を昇温する。
【００１６】
　給湯装置１４の操作制御部６８は、温水タンク５２内の水が予め設定された目標水温と
なるなように循環ポンプ５６の駆動／停止及びヒータ６６からの発熱量を制御する。この
循環ポンプ５６の駆動時には熱交換器４８と熱交換器５０との間で配管５４を通して熱交
換媒体が循環する。この時、熱交換器４８は外部から供給された高温空気から熱交換媒体
へ熱が供給されるように熱交換し、熱交換器５０は、熱交換器４８により昇温された熱交
換媒体から吸熱管５８内を流れる水へ熱を供給し、吸熱管５８内を流れる水を昇温する。
操作制御部６８は、高温空気との間で熱交換する熱交換器５０から供給される熱だけでは
温水タンク５２内の水が目標水温まで昇温されない場合及び熱交換器４８へ必要な高温空
気が供給されない場合には、ヒータ へ駆動電圧を印加してヒータ により温水タン
ク５２内の水を目標水温まで昇温させる。このようにして温水タンク５２内へ蓄えられた
水（温水）は、温水供給管６２に配置されたバルブ６９が開かれると外部へ流れ出てフロ
，台所等へ温水として供給される。また、温水タンク５２内の水（温水）が所定量以下に
なると、水補給管６０からは温水タンク５２内へ水が補給される。ここで、吸熱管５８内
へはポンプ（図示省略）により温水タンク５２内へ貯められた水を循環させるようにして
も、あるいは水補給管６０から供給される加圧された水を供給し、吸熱管５８から排出さ
れた温水を温水タンク５２内へ落とすようにしてもよい。また熱交換器４８内へ熱交換媒
体を流す代わりに、温水タンク５２内の水を流し、熱交換器４８により水を昇温して温水
タンク５２内へ戻すようにしてもよい。この場合には熱交換器５０を不要として給湯装置
１４のコストを低減できる。
【００１７】
本実施形態の熱供給システムでは、図１に示されるように燃料電池１６の排気口へ排気ダ
クト７０が接続されている。この排気ダクト７０は経路途中で排気ダクト７２と排気ダク
ト７４とに分岐しており、排気ダクト７２は排気空調装置１２の室外機２４へ接続され、
排気ダクト７４は給湯装置１４の熱交換器４８へ接続されている。排気ダクト７０，７２
は燃料電池１６の排気口を室外機２４におけるファン３２の吸気口へ連通させ、排気ダク
ト７０，７４は燃料電池１６の排気口を熱交換器４８における空気の吸気口へ連通させて
いる。
【００１８】
排気ダクト７０から排気ダクト７２，７４への分岐部にはダンパーユニット７６が、排気
ダクト７２の経路途中にはダンパーユニット７８がそれぞれ設けられている。ダンパーユ
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ニット７６は、図３に示されるように板状のダンパー８０及び、このダンパー８０の支軸
８０Ａへ連結したアクチュエータ８２から構成されている。ダンパー８０は、排気ダクト
７２，７４の接続部を形成したダクト壁へ配置された支軸８０Ａを中心として揺動可能に
支持され、アクチュエータ８２はシステム制御装置４６からの制御信号に応じてダンパー
８０を排気ダクト７２及び排気ダクト７４の何れか一方の入口開口を閉鎖する位置へ揺動
させる。
【００１９】
排気ダクト７２には、図３に示されるように経路途中に吸気開口８４が設けられている。
ダンパーユニット７８は、ダンパーユニット７６と同様にダンパー８６及び、このダンパ
ー８６の支軸８６Ａへ連結したアクチュエータ８８から構成されている。ダンパー８６は
、吸気開口の周縁部を形成したダクト壁へ配置された支軸８６Ａを中心として揺動可能に
支持され、アクチュエータ８８はシステム制御装置４６からの制御信号に応じてダンパー
８６を吸気開口８４を閉鎖又は開放させる位置へ揺動させる。
【００２０】
（実施形態の作用）
上記のように構成された本実施形態の熱供給システムの動作及び作用について説明する。
【００２１】
先ず、空調装置１２を暖房運転する場合における熱供給システムの動作を説明する。シス
テム制御装置４６は、空調装置１２の操作制御部２８から暖房運転の開始を通知する信号
が入力すると、図３（Ａ）に示されるようにアクチュエータ８２によりダンパー８０を排
気ダクト７４の入口開口を閉鎖し、排気ダクト７２の入口開口を開放する位置へ揺動させ
ると共に、アクチュエータ８８によりダンパー８６を排気ダクト７４の吸気開口８４を閉
鎖する位置へ揺動させる。これにより、燃料電池１６から排出される高温空気は室外機２
４におけるファン３２の吸気口へ導かれ、ファン３２により吸引されて熱交換器３０へ供
給される。また、暖房運転開始へ同期させて操作制御部２８は、図１（Ａ）に示されるよ
うに媒体切換回路４２の四方弁３８の位置を制御し、これにより、圧縮機４０の駆動時に
室内機２６，配管３６，絞り弁４４，室外機２４及び配管３４を循環する冷媒を暖房運転
へ対応する循環方向（ヒートポンプサイクル）（図１では時計方向）へ流通させる。この
後、操作制御部２８は、圧縮機４０，室外機２４のファン３２及び室内機２６のファンを
それぞれ所定のタイミングで駆動開始させる。これにより、室外機２４で冷媒が蒸発して
熱交換器３０がファン３２により吸引された空気から冷媒へ熱を汲み上げるように熱交換
を行う。この冷媒は配管３４を通して圧縮機４０で圧縮された後、室内機２６の熱交換器
へ移動して凝縮し、室内機２６の熱交換器が冷媒から室内機２６のファンにより吸入され
た空気へこの凝縮熱が熱供給されるように熱交換を行う。これにより、昇温した空気が温
風として室内機２６のファンにより吹き出されて家屋Ｈ内を暖房する。
【００２２】
一方、給湯装置１４は、空調装置１４の暖房運転時には熱交換器４８へ高温空気が供給さ
れないので循環ポンプ５６を停止し、ヒータ６６により温水タンク５２内の水を昇温して
温水供給管６２を通して外部へ供給する。
【００２３】
次に、空調装置１２を運転停止する場合及び暖房運転以外の運転状態（例えば冷房運転）
で運転する場合における動作を説明する。システム制御装置４６は、空調装置１２の操作
制御部２８から暖房運転の終了を通知する信号が入力すると、図３（Ｂ）に示されるよう
にアクチュエータ８２によりダンパー８０を排気ダクト７２の入口開口を閉鎖し、排気ダ
クト７４の入口開口を開放する位置へ揺動させると共に、アクチュエータ８８によりダン
パー８６を排気ダクト７４の吸気開口８４を開放する位置へ揺動させる。ダンパー８０に
よりダクト７２の入口開口を閉鎖し、排気ダクト７４の入口開口を開放することにより、
燃料電池１６から排出される高温空気は給湯装置１４における熱交換器４８へ供給される
。またダンパー８６を排気ダクト７４の吸気開口８４を開放する位置へ揺動させることに
より、室外機２４のファン３２は吸気開口８４を通して排気ダクト７２内へ供給される外
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気を吸引し、熱交換器３０へ供給する。ここで、システム制御装置４６は、操作制御部２
８から暖房運転の開始を通知する信号が入力するまで、ダンパー８０，８６を図３（Ｂ）
に示される位置へ保持する。従って、空調装置１２が暖房運転以外の運転状態、例えば冷
房，送風等で運転される場合には、燃料電池１６から給湯装置１４の熱交換器２８へ高温
空気が供給される。
【００２４】
給湯装置１４における操作制御部６８は、空調装置１２が暖房運転以外の運転状態で運転
される場合に循環ポンプ５６を駆動して熱交換器４８，５０により温水タンク５２内へ貯
められた水を昇温し、熱交換器４８，５０からの供給熱だけでは設定温度まで水を昇温で
きない場合には、ヒータ６６を駆動して温水タンク５２内の水を設定温度まで昇温する。
また操作制御部６８は、空調装置１２の運転が停止される場合にも循環ポンプ５６を駆動
する。この場合には空調装置１２により電気エネルギーが消費されないが、給湯装置１４
のヒータ６６により電気エネルギーが消費されることから、この電力消費に応じた高温空
気が燃料電池１６から排出されるので、熱交換器４８により高温空気からの熱回収が可能
になる。
【００２５】
一方、空調装置１２の操作制御部２８は、送風運転をする場合には室内機２６のファンを
駆動させることにより、家屋Ｈ内の空気を吸引して送風口から空気を吹き出す。また冷房
運転をする場合には、図１（Ｂ）に示されるように冷房運転開始へ同期させて媒体切換回
路４２の四方弁３８の位置を制御し、これにより、圧縮機４０の駆動時に室外機２４，配
管３４，室内機２６，絞り弁４４及び配管３６を循環する冷媒を冷房運転へ対応する循環
方向（図１では反時計方向）へ流通させる。この後、操作制御部２８は、圧縮機４０，室
外機２４のファン３２及び室内機２６のファンをそれぞれ所定のタイミングで駆動開始さ
せる。これにより、室内機２６の熱交換器で冷媒が蒸発して室内の空気からこの冷媒へ吸
熱されるように熱交換を行う。この吸熱反応により冷却された空気は、冷風として室内機
２６のファンにより吹き出されて家屋Ｈ内を冷房する。また熱吸収した冷媒は圧縮機４０
を介して室外機２４の熱交換器３０へ移動して凝縮し、熱交換器３０が冷媒の凝集熱を外
気へ排出されるように熱交換を行う。
【００２６】
以上説明した本実施形態の熱供給システムによれば、空調装置１２による暖房時には燃料
電池１６から排出された高温空気を室外機２４の熱交換器３０へ供給することにより、燃
料電池１６から排出された高温空気から空調装置１２の熱交換器３０により熱回収でき、
この回収熱により熱交換器３０による熱交換の効率を高めることができるので、熱交換器
３０の容量を増大することなく実質的な暖房能力を高めることができる。この結果、外気
温の低下に伴って空調装置１２による暖房能力が低下することを防止でき、かつ一定の暖
房状態を維持するために必要となる電力コストを低減できる。
【００２７】
また空調装置１２が停止している時及び暖房以外の運転状態で運転されている時には燃料
電池１６から排出された高温空気を給湯装置１４の熱交換器４８へ供給することにより、
燃料電池１６から排出された高温空気から給湯装置１４の熱交換器４８により熱回収でき
、この回収熱により水を昇温して温水として外部へ供給できるので、水を設定温度まで昇
温するために必要となる電力，天然ガス等を減少させエネルギーコストを抑制できる。
【００２８】
尚、以上説明した本実施形態の熱供給システムでは、空調装置１２の運転状態に応じて燃
料電池１６から排出される高温空気が空調装置１２の室外機２４及び給湯装置１４の熱交
換器４８の何れかへ全量供給されるとして説明を行ったが、空調装置１２の暖房運転時に
おいても外気温が高い場合や低強度での暖房時には、必ずしも燃料電池１６から排出され
る高温空気を全て室外機２４へ供給せずに、燃料電池１６から排出される高温空気の一部
が熱交換器４８へ供給されるような位置へダンパー８０が保持してもよい。また、空調装
置１２へ設定された暖房強度に対して燃料電池１６から排出される高温空気の温度が高す
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ぎる場合には、高温空気へ外気が混合されるようにダンパー８６を吸気開口８４を僅かに
開放する位置へ保持し、外気により温度調整した高温空気を室外機２４へ供給するように
してもよい。また、空調装置１２の暖房時における熱回収の効率を更に高めるために、室
外器２４において熱交換され排出される空気を給湯装置１４の熱交換器４８へ供給するダ
クトを設けてもよい。
【００２９】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明の熱供給システムによれば、燃料電池装置から排出される熱
を利用して空調装置による暖房時の効率を高めると共に、燃料電池装置から排出される熱
を利用して給湯装置により水を昇温することにより、燃料電池装置から排出される熱を効
率よく回収できる
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態に係る熱供給システムにおける空調装置が暖房運転されている
状態を示す示すブロック図である。
【図２】本発明の実施形態に係る熱供給システムにおける空調装置が冷房運転されている
状態を示す示すブロック図である。
【図３】本発明の実施形態に係る燃料電池装置を空調装置及び給湯装置へ接続した排気ダ
クト及び、この排気ダクトへ設けられたダンパーユニットの構成を示す断面図である。
【符号の説明】
１０　　燃料電池装置
１２　　空調装置
１４　　給湯装置
１６　　燃料電池（固体高分子形燃料電池）
１８　　ブロアー
２４　　室外機
２６　　室内機
３０　　熱交換器（室外熱交換器）
３２　　ファン
４６　　システム制御装置
４８　　熱交換器
５０　　熱交換器
５２　　温水タンク
７０　　排気ダクト（排気切換手段）
７２　　排気ダクト（排気切換手段）
７４　　排気ダクト（排気切換手段）
７６　　ダンパーユニット（排気切換手段）
７８　　ダンパーユニット（排気切換手段）
８０　　ダンパー
８６　　ダンパー
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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